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平成２７年１０月１４日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官  

平成２７年（ワ）第１４３３９号 損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 平成２７年８月２４日 

            判           決 

  東京都新宿区＜以下略＞ 

  （特許登録原簿〔乙区〕上の住所） 

  神奈川県足柄下郡＜以下略＞ 

      原 告        株 式 会 社 ジ ン ム 

      同訴訟代理人弁護士        吉 村 俊 信 

  相模原市＜以下略＞ 

      被 告        相 模 原 市 

      同訴訟代理人弁護士        小 林 幸 夫 

      同                弓 削 田    博 

      同訴訟復代理人弁護士        河 部 康 弘 

      同 指 定 代 理 人        菊 地 原  恒  市 

      同                長 井 勝 己 

      同                境 賢 

      同                小 形 誠 司 

      同                柴 田 貴 弘 

      同                渡 邊 修 平 

      同                長 谷 川    伸 

      同                川 村  彰 

      同                山 﨑 哲 哉 

      同                清 水 寛 誉 

      同                三 木  優 

            主           文 
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１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

被告は，原告に対し，１０００万円及びこれに対する平成２７年６月２日から支

払済みまで年５分の割合の金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は，発明の名称を「地盤強化工法」とする特許第３７９３７７７号の特

許（以下「本件特許」という。）に係る特許権（以下「本件特許権」という。）

について専用実施権（専用実施権の設定登録の申請受付年月日・平成２２年１０月

１４日。以下「本件専用実施権」という。）を有するという原告が，相模原市営

上九沢団地（以下「本件市営団地」という。）を賃貸して賃料収入を得てきた被

告に対し，本件市営団地の建設工事（以下「本件工事」という。）に伴って本件

市営団地の敷地内に施工された免震人工地盤（以下「本件免震人工地盤」とい

う。）は，本件特許に係る発明の技術的範囲に属するものであり，被告は，上記

賃貸行為により，本件免震人工地盤を原告の許諾なく使用したものであるから，本

件専用実施権を侵害して原告に同発明の実施料相当額の損害を被らせ，又は法律上

の原因なく原告の損失の下に同発明の実施料相当額の利得を得たとして，不法行為

による損害賠償金又は不当利得金１０００万円（平成２２年１０月１４日〔本件専

用実施権の設定登録の申請受付年月日〕から平成２７年５月２７日〔本件訴訟の提

起日〕までの間の実施料相当額合計２８０５万円の一部）及びこれに対する平成２

７年６月２日（訴状送達の日の翌日）から支払済みまでの民法所定年５分の割合に

よる遅延損害金の支払を求めた事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか，後掲の証拠等により容易に認められる

事実） 

(1) 本件専用実施権 
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ア 原告の有する本件専用実施権の対象である本件特許権は，次の内容の本件特

許に係るものである（以下，本件特許に係る明細書及び図面を併せて「本件明細

書」という。参照の便宜のため，同特許の特許公報の写し〔甲２〕を本判決末尾

に別添として添付する。なお，本件特許は平成１５年６月３０日以前にされた出願

に係るものであるから，本件特許に係る明細書は特許請求の範囲を含むものである

〔平成１４年法律第２４号附則１条２号，３条１項，平成１５年政令第２１４

号〕。）（甲１，２）。 

特 許 番 号   特許第３７９３７７７号 

発明の名称   地盤強化工法 

出 願 日   平成７年８月１４日 

出 願 番 号   特願平７－２３７５０９ 

登 録 日   平成１８年４月２１日 

イ 本件特許権は，平成１８年４月２１日，特許権者を「神奈川県横浜市＜以下

略＞ 株式会社ジンム」として登録された後，アーク株式会社，株式会社ドオンフ

ァクトリー，株式会社エシックスに順次移転され，原告の代表者であるＡ（以下

「Ａ」という。）に移転され（本件特許権の移転登録の申請受付年月日・平成２

２年１０月１４日），更にＡから日本知財開発株式会社に持分１００分の３０が移

転された。この間，原告は，Ａから，本件専用実施権（範囲を全部とする）の設定

を受けた（本件専用実施権の設定登録の申請受付年月日・平成２２年１０月１４

日）（甲１。なお，原告の本店所在地は，本件特許の特許登録原簿の乙区２番記載

の専用実施権者「株式会社ジンム」の住所と異なっており，また，平成２１年経済

産業省令第５号による特許登録令施行規則〔昭和３５年通商産業省令第３３号〕の

改正により，職権による登録の場合のみ登録年月日を記録することになったため，

本件特許の特許登録原簿の甲区４番にはＡへの本件特許権の移転の登録年月日の記

載がなく，同移転の効力発生時期が必ずしも明らかでないことから，原告が特許権

者から専用実施権の設定を受けたかどうかは定かとはいえないし，同原簿の乙区２
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番には本件専用実施権の設定の登録年月日の記載がないため，同設定の効力が発生

し得る時期も定かとはいえないが，被告は，原告が本件専用実施権の設定登録を受

けた者であることを争っていない。）。 

(2) 本件特許発明 

本件明細書の特許請求の範囲の請求項１の記載は，次のとおりである（以下，

同請求項に係る発明を「本件特許発明」という。）。 

「鉄骨などの構造材で強化，形成されたテーブルを地盤上に設置し，前期テーブ

ルの上部に，立設された建築物や道路，橋などの構造物，または，人工造成地を配

置する地盤強化工法であって，前記テーブルと地盤の中間に介在する緩衝材を設け，

前記テーブルが既存の地盤との関連を断って，地盤に起因する欠点に対応するよう

にしたことを特徴とする地盤強化工法。」 

(3) 構成要件の分説 

本件特許発明の構成要件を分説すると，次のとおりである（以下，分説に係る

各構成要件を原告の主張に従い「分説Ａ」などという。なお，原告は，請求項１

における「前期テーブル」との記載につき「前記テーブル」とすべきところを誤記

したものであると主張し，分説Ｂにおいて「前期テーブル」を「前記テーブル」と

読み替えている。）。 

Ａ 鉄骨などの構造材で強化，形成されたテーブルを地盤上に設置し， 

Ｂ 前記テーブルの上部に，立設された建築物や道路，橋などの構造物，また

は，人工造成地を配置する地盤強化工法であって， 

Ｃ 前記テーブルと地盤の中間に介在する緩衝材を設け，前記テーブルが既存

の地盤との関連を断って，地盤に起因する欠点に対応するようにしたこと 

Ｄ を特徴とする地盤強化工法。 

(4) 被告の行為 

被告は，平成１２年３月頃，鹿島建設株式会社ほか３社の共同企業体（以下

「鹿島建設ら」という。）に対し，相模原市＜以下略＞における本件工事を発注
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し，遅くとも平成１５年頃までに，本件免震人工地盤を含む本件市営団地の引渡し

を受け，その頃以降，本件市営団地を賃貸して，賃料収入を得ている（甲４，５）。 

３ 争点 

(1) 本件免震人工地盤は本件特許発明の技術的範囲に属するか（争点１） 

ア 本件特許発明は物の発明か（争点１－ア） 

イ 分説ＡないしＤの充足性（争点１－イ） 

(2) 原告の損害又は損失の額（争点２） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点１（本件免震人工地盤は本件特許発明の技術的範囲に属するか）につい

て 

(1) 争点１－ア（本件特許発明は物の発明か）について 

【原告の主張】 

ア 本件特許発明は，建設工事により構築される構築物の構造・構成に関するも

のであり，経時的要素のない発明であるから「物の発明」である。なお，建設業界

において，「工法」は，必ずしも「方法」を意味せず，構造ないし構成を意味する

場合があることは，当業者の常識である。 

この点，被告は，本件特許発明が構築物の工事方法に関する「方法の発明」であ

ると主張するが，誤りである。 

イ 発明は，解決すべき問題を発見し，その問題を解決することを目的として，

目的を果たすために必要な作用・効果を実現することのできる新規の技術を考案す

ることである。その技術が新規の「構造・構成」であれば，「物の発明」であり，

「手順・プロセス」が新規のものであれば「方法の発明」である。また，一部に

「手順・プロセス」が含まれていても，「構造・構成」に発明性を備えるものは

「物の発明」である。「手順・プロセス」が発明性を備えるものであれば，「手

順・プロセス」を構成する「物（構造・構成）」が新規のものでなくても「方法の

発明」である。 
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ウ 本件特許発明を構成する要素は，「テーブル」と「緩衝材」である。本件特

許発明は，「テーブル」と「緩衝材」によって構成される「構造」によって，本件

明細書の発明の詳細な説明の段落【０００５】の作用及び段落【００１５】の効果

を得ることを目的とする「物の発明」である。「建築物」，「橋」，「道路」，

「造成地」は，「テーブル」が保護すべき対象であって，「都市，街区」を構成す

る要素として例示された，いわゆる機能的クレームとしての記載と解すべきもので

ある。 

本件特許発明は，地盤の欠点（地震動，液状化，地崩れなど）から「都市，街

区」を保護することを目的としている。この目的を果たすための「構造・構成」は，

「テーブル」と「緩衝材」によって，「都市，街区」を保護する作用・効果を得る

ことができる。 

エ 本件特許発明は，「テーブル」と「テーブルの上部」に配置される建造物等

の施工方法（テーブルの設置を，建造物等の配置の前にするか又は後にするか）に

よって，本件明細書の発明の詳細な説明の段落【０００５】の作用及び段落【００

１５】の効果を得ることを目的とする「方法の発明」ではない。テーブルを「設置

し」と建築物等を「配置する」の前後関係は，技術的には何ら価値がなく，建築物

等を「配置する」こと自体は，本件特許発明の構成要件ではない。 

本件明細書の特許請求の範囲の請求項１に「設置し」，「配置する」の文言があ

るが，これは施工の手順を意味するのではない。「物の発明」であっても，仕様説

明のために動詞を用いた記載をすることは，本件特許の出願時の当業者にとって常

識である。その例として，鹿島建設株式会社が有する発明の名称を「防災都市」と

する特許第３１６０６５９号の特許（以下「鹿島特許」という。）に係る発明が

ある。鹿島特許の特許請求の範囲の請求項１は，「家並を形成できる範囲に区画し

た街区を１単位として免震構造の人工地盤を造成し，人工地盤上には戸建住宅や共

同住宅などの建物を構築し，前記人工地盤の下方に地下空間を形成し，該地下空間

のマットスラブから構築した柱の上部に設置した免震装置を介して前記柱で人工地
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盤を支持し，前記地下空間内に駐車場や備蓄倉庫，水槽，防災センターなどの防災

施設を設け，防災センター，水槽などの免震対策を必要とする施設は人工地盤から

吊下げ，かかる街区を複数造成し，これら街区を地下道で連結することを特徴とし

た防災都市。」とするものである。この「造成し」，「構築し」，「形成し」，

「支持し」，「設け」，「吊下げ」「造成し」，「連結する」などを施工の手順を

記載したものであると解し，鹿島特許に係る発明を「方法の発明」であると解する

と施工不能となるから，同発明は，「方法の発明」ではなく，「物の発明」である。 

オ(ｱ) 被告は，東京地裁平成２５年（ワ）第５０７１号同２６年２月２６日判決

（以下「別件第一審判決」という。）が本件特許発明を「方法の発明」であると

判断した旨主張するが，その控訴審判決である知財高裁平成２６年（ネ）第１００

３０号同年７月２３日判決（以下「別件控訴審判決」という。）は，「経時的要

素を含むものであっても『物の発明』であることを妨げるものではない」ことを前

提とした説示をしている（なお，別件控訴審判決は，結論として，本件特許発明に

おける「テーブル」の設置と「建築物等」の配置との間に経時的な「前後関係」を

認めた上，訴訟の対象であった人工地盤は，設置の「前後関係」が異なるとして，

本件特許発明の構成要件を充足しない旨判断したが，本件における被告の主張を採

用したものではない。）。 

(ｲ) 被告は，「建築物・・・」と「テーブル」の前後関係を根拠として，方法の

発明である旨主張するが，この前後関係（手順・プロセス）に発明性はなく，本件

特許に係る出願が特許査定を受ける過程においても，上記前後関係が拒絶理由とさ

れたり，発明として評価されたことはない。 

【被告の主張】 

ア 本件特許発明は，「物の発明」ではなく，「方法の発明」（特許法２条３項

２号参照）である。別件第一審判決も，本件特許発明を「方法の発明」であると明

確に判断している。 

イ 方法の発明は，発明の構成中に経時的要素を含むものと解するのが相当であ
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る。これを本件特許発明についてみると，本件明細書の特許請求の範囲の請求項１

のうち，「鉄骨などの構造材で強化，形成されたテーブルを地盤上に設置し，前記

テーブルの上部に立設された建築物や道路，橋などの構造物，または人工造成地を

配置する地盤強化工法であって」との記載は，地盤にテーブルを設置した後に，そ

の上部に建築物等を配置する工法であると解されるのであって，「設置し」と「配

置する」の関係は時系列的な前後関係があるといえるから，本件特許発明は「方法

の発明」と解するのが相当である。 

ウ 本件特許発明が「方法の発明」である以上，その「実施」とは，本件特許発

明に係る「方法の使用」である。しかし，被告は，本件工事の発注者にすぎない。

本件工事において本件特許発明に係る方法が使用されたか否かにかかわらず，被告

につき本件特許発明の実施行為を観念することはできない。 

(2) 争点１－イ（分説ＡないしＤの充足性）について 

【原告の主張】 

ア 本件免震人工地盤の構成は，別紙「イ号物件目録」（以下，同別紙の記載

「ア」ないし「エ」の各構成を「構成ア」ないし「構成エ」という。）記載のと

おりである。 

イ(ｱ) 構成アの「緑で囲まれた街区の中央部にクスノキ広場とせせらぎ広場を設

け，この二つの広場を８の字型に囲む人工地盤を構築し，」は，分説Ａを充足する。

すなわち，上記人工地盤は，２１棟で構成される街区全体，その総重量１１万トン

を支えるに十分な構造や強度を有する「鉄骨などの構造材で強化，形成された人工

地盤」であることは当業者の常識であるから，分説Ａの「テーブル」に該当する。 

(ｲ) 構成イの「前記人工地盤上に６階建てから１４階建てまでの２１棟の集合住

宅群を配置し，」は，分説Ｂを充足する。すなわち，「前記人工地盤上に６階建て

から１４階建てまでの２１棟の集合住宅群を配置し，」は，分説Ｂの「前記テーブ

ルの上部に，立設された建築物・・・を配置する。」に該当する。 

(ｳ) 構成ウの「前記人工地盤と地盤との中間に介在させた２４２体の免震装置が
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街区全体を支持する免震構造物となっている」は，分説Ｃを充足する。すなわち，

上記「前記人工地盤と地盤との中間に介在させた２４２体の免震装置」は，分説Ｃ

の「前記テーブルと地盤の中間に介在する緩衝材」に該当する。分説Ｃの緩衝材は，

砕石，ゴム，発泡スチロール，砂などを含む（本件明細書の発明の詳細な説明の段

落【００１２】参照）。その内の「ゴム」は，積層ゴム系アイソレーターを含む

「免震ゴム支承」の免震装置の通称であることは，当業者の常識である。また，上

記「２４２体の免震装置が街区全体を支持する免震構造物」は，免震装置によって

街区全体（人工地盤を含む）を支持している一つの免震構造物と解される。したが

って，構成ウは，分説Ｃの「前記テーブルと地盤の中間に介在する緩衝材を設け，

前記テーブルが既存の地盤との関連を断って，地盤に起因する欠点に対応するよう

にしたこと」と同意義であり，これに該当する。 

(ｴ) 構成エの「免震人工地盤」は，分説Ｄの「地盤強化工法」を充足する。すな

わち，上記「免震人工地盤」は，免震を目的とした人工地盤を構築して地盤を強化

するものであるから，地震を含めた地盤の欠点に対応するようにテーブルを構築し

て地盤を強化するとする分説Ｄと同意義である。 

(ｵ) 鹿島建設らが２１棟の集合住宅群の敷地に施工した本件免震人工地盤は，本

件免震人工地盤の上部に配置される同集合住宅群を地震から保護する作用効果を目

的とするものであるから，地震対策という面において本件特許発明と同じ作用効果

を有する。 

ウ まとめ 

以上のとおりであるから，鹿島建設らが本件工事において施工し，被告が引渡し

を受けた本件免震人工地盤は，本件特許発明の技術的範囲に属する。 

【被告の主張】 

本件特許発明が「物の発明」ではなく，「方法の発明」である以上，被告は，原

告が「物」として特定した対象物件（本件免震人工地盤）については認否不能であ

り，これを前提とした原告の主張については争う。 
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２ 争点２（原告の損害又は損失の額）について 

【原告の主張】 

(1) 本件免震人工地盤は，本件特許発明の技術的範囲に属するものであり，被告

は，本件免震人工地盤を含む本件市営団地の賃貸行為により，本件免震人工地盤を

原告の許諾なく使用したものであるから，本件専用実施権を侵害して原告に同発明

の実施料相当額の損害を被らせ，又は法律上の原因なく原告の損失の下に同発明の

実施料相当額の利得を得たものである。 

不法行為に基づく損害額は，原告が本件特許の専用実施権の設定を受けた平成２

２年１０月１４日から平成２７年５月２７日（本件訴訟の提起日）に至るまで同発

明の実施料と同額である。 

被告の不当利得額は，原告が本件特許の専用実施権の設定を受けた平成２２年１

０月１４日から平成２７年５月２７日（本件訴訟の提起日）に至るまでの同発明の

実施料相当額である。 

(2) 本件特許発明の実施料相当額 

本件特許発明の実施料相当額は，本件市営団地の住戸の賃料収入の３パーセント

とするのが相当である。被告が平成２２年１０月１４日から平成２７年５月１３日

（本件訴訟の提起前の日）までの５５か月間に得た賃料収入の総額は，次のとおり

９億３５００万円である。 

ア 本件市営団地の１戸当りの月額賃料は，平均４万３０５０円である。 

イ 上記の平均賃料に被告の管理戸数３９５戸を乗じて算出される被告の１か月

当たりの賃料収入は１７００万円（１万円未満は切捨）であり，被告が上記期間に

得た賃料収入総額は，９億３５００万円である。 

ウ 原告が平成２２年１０月１４日から平成２７年５月１３日（本件訴訟の提起

前の日）までの５５か月間に被った損害は，９億３５００万円の３パーセントの２

８０５万円である。 

また，被告が上記の期間中に得た不当利得額は，９億３５００万円の３パーセン
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トの２８０５万円である。 

エ 以上より，原告は，不法行為（本件専用実施権の侵害）による損害賠償金又

は不当利得金１０００万円（平成２２年１０月１４日〔本件専用実施権の設定登録

の申請受付年月日〕から平成２７年５月２７日〔本件訴訟の提起日〕までの間の実

施料相当額合計２８０５万円の一部）及びこれに対する平成２７年６月２日（訴状

送達の日の翌日）から支払済みまでの民法所定年５分の割合による遅延損害金の支

払を求める。 

【被告の主張】 

否認し，争う。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点１－ア（本件特許発明は物の発明か）について 

(1)ア 「発明」は，「自然法則を利用した技術的思想のうち高度のもの」をいい，

「物の発明」と「方法の発明」に分類され，「方法の発明」は，さらに，生産物を

伴わない単純な方法の発明と物を生産する方法の発明に分類されるところ，「物の

発明」と「方法の発明」とは，特許法上，明文で判然と区別されており，与えられ

る特許権の効力も明確に異なる（特許法２条３項参照）。そして，当該発明がいず

れの発明に該当するかは，まず，願書に添付した明細書の特許請求の範囲の記載に

基づいて判定すべきものである（最高裁平成１０年（オ）第６０４号同１１年７月

１６日第二小法廷判決・民集５３巻６号９５７頁，平成１４年法律第２４号による

改正前の特許法７０条１項参照）。 

イ そして，「物の発明」は，技術的思想である発明が生産，使用又は譲渡ので

きる対象として具現化されているものをいうと解されるから，「物の発明」につい

ての特許に係る特許請求の範囲においては，通常，当該物についてその構造又は特

性を明記して直接特定することになる（なお，特許が「物の発明」についてされて

いる場合において，特許請求の範囲にその物の製造方法〔経時的要素〕の記載があ

るいわゆるプロダクト・バイ・プロセス・クレームも存在するところであるが，
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「物の発明」についての特許に係る特許請求の範囲にその物の製造方法が記載され

ている場合において，当該特許請求の範囲の記載が特許法３６条６項２号にいう

「発明が明確であること」という要件に適合するといえるのは，出願時において当

該物をその構造又は特性により直接特定することが不可能であるか，又はおよそ実

際的でないという事情が存在するときに限られると解するのが相当である〔最高裁

平成２４年（受）第１２０４号同２７年６月５日第二小法廷判決・裁判所時報１６

２９号参照〕。）。 

これに対し，方法の発明についての特許に係る特許請求の範囲においては，通常，

経時的要素（時間的要素）を記載して特定することになる。 

(2)ア 以上を前提に，本件特許発明について見るに，本件明細書の特許請求の範

囲の請求項１には，その末尾に「地盤強化工法」と記載されているところ，「工

法」の通常の意味は，「工事の方法」であると解される。 

この点，原告は，建設業界において，「工法」を「構造・構成」と同義に使用す

ることは当業者の常識である旨主張するが，本件証拠によっても，そのような常識

の存在を認めるには足りない。 

イ また，特許請求の範囲に記載された用語の意義を解釈するに当たっては，願

書に添付した明細書の特許請求の範囲以外の部分の記載及び図面を考慮すべきとこ

ろ（平成１４年法律第２４号による改正前の特許法７０条２項参照），本件明細書

（甲２）の発明の詳細な説明には，「上記構成の地盤強化工法によれば，鉄骨など

の構造材で強化され，テーブルを地盤上に形成し，前記テーブルの上部に，建築物

や道路，橋，などの構造物，または，人工造成地を配置するようにしたので，」

（段落【０００５】），「施工手順としては，…テーブル１を配置し，しかる後に，

テーブル１内に基礎６を設けて，建築物７を築造する」（段落【０００８】）など

と記載されており，分説Ａと分説Ｂの時間的前後関係を裏付ける記載がある。 

そうすると，本件特許発明の構成要件のうち，分説Ａ「鉄骨などの構造材で強化，

形成されたテーブルを地盤上に設置し，」と分説Ｂ「前記テーブルの上部に，立設
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された建築物や道路，橋などの構造物，または人工造成地を配置する地盤強化工法

であって，」によれば，本件特許発明は，地盤に「テーブル」を設置した後に，

「テーブルの上部」に構造物等を配置する「工法」であると解され，分説Ａ及び分

説Ｂの「テーブル」は，そのような順序で施工されるものと解するのが相当である。 

この点，原告は，本件明細書の特許請求の範囲の請求項１の記載のうち，「設置

し」，「配置する」との文言については，施工の手順を意味するものではなく，

「物の発明」であっても，仕様説明のために動詞によって記載することは本件特許

の出願時の当業者にとって常識であった旨主張し，これを裏付けるものとして鹿島

特許を掲げる。 

しかし，鹿島特許（平成１５年６月３０日以前にされた出願に係るものであるか

ら，特許請求の範囲は明細書から分離されていない。）に係る明細書の特許請求の

範囲の各請求項の末尾には，「防災都市。」と記載されていることから（甲７），

同特許に係る各発明は，「防災都市」に関するものであることが一義的に明らかで

あって，「工法」に関するものと解する余地はなく，したがって，鹿島特許の存在

は，何ら原告の主張の根拠となるものでない。 

ウ 以上によれば，本件特許発明は，「物の発明」でなく，「方法の発明」であ

ることが明らかであるというべきである。 

(3)ア 上記(2)の点をひとまず措いて，原告が主張するように，「工法」を「構

造又は構成」と解することを想定したとしても，「物の発明」であるというために

は，いかなる「物」の構造又は構成についての発明であるかが当該特許請求の範囲

に明確に示されていること，換言すると，生産，使用又は譲渡の対象となる物が特

許請求の範囲に示されていることが必要である。 

しかし，原告は，「テーブル」と「緩衝材」によって構成される「構造」につき，

本件明細書の発明の詳細な説明の段落【０００５】の作用や段落【００１５】の効

果を得ることを目的とする「物の発明」である旨主張するにとどまり，「テーブ

ル」と「緩衝材」によって構成される「物」が何か，すなわち本件特許発明の対象
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となる「物」が何であるかを明らかにした主張をしていない。 

また，本件特許の出願時において，本件特許発明の対象となる「物」をその構造

又は特性により直接特定することが不可能であったとか，およそ実際的でなかった

などの事情は，何ら主張立証されていないから，仮に，本件特許発明を「物の発

明」と解するならば，本件明細書の特許請求の範囲の記載は，特許法３６条６項２

号にいう「発明が明確であること」という要件に適合しないことになるところ，本

件特許が出願され，特許査定されたものである以上，あえて本件特許発明を「物の

発明」であるとして上記要件を満たさないとするよりも，前記のとおり，本件明細

書の特許請求の範囲及び発明の詳細な説明の記載に従って，これを「方法の発明」

と解釈することが合理的であることは，明らかである。 

イ 以上によれば，本件特許発明は，「方法の発明」であって，「物の発明」で

あるとは認められない。これに反する原告の主張は，いずれも採用することができ

ない。 

２ 上記１のとおり，本件特許発明は，「物の発明」とは認められないから，争

点１－イに関する原告の主張は，そもそも，その前提を欠くものであって，採用す

ることができず，したがって，本件免震人工地盤が本件特許発明の技術的範囲に属

するとは，認められない。 

第５ 結論 

よって，原告の請求は，その余の争点について判断するまでもなく，理由がない

から，これを棄却することとし，主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２９部 

 

裁判長裁判官 

                            

嶋 末 和 秀 



 15 

 

 

裁判官    

                         

鈴   木   千   帆 

 

 

裁判官    

                           

天   野   研   司 

 


